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平成２０年 １月１８日

京都府丹後地域公共交通総合連携計画の提出！!

～「分かりやすく 「使いやすい」公共交通ネットワークの実現へ～」

国土交通大臣等は 「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律 （以下「地域公、 」

共交通活性化法 。平成１９年１０月１日施行 ）第５条第７項の規定により、京都府」 。

丹後地域の宮津市、京丹後市、伊根町、与謝野町から本日「地域公共交通総合連携計

画」の送付を受けることとなりましたのでお知らせします。

同計画の送付については、近畿運輸局管内では第１号の事例、全国でも富山市に続

き２例目となります。

、 「 」今後 平成２０年度に創設が予定されている 地域公共交通活性化・再生総合事業

など国の支援制度を活用し、同計画に基づく公共交通の利用促進活動を実施すること

などが見込まれております。

京都府丹後地域公共交通総合連携計画 概要

この計画は 「分かりやすく、使いやすい公共交通ネットワーク実現会議 （平成１、 」

７年１１月設置。関係市町、京都府、交通事業者、利用者、有識者等により構成 ）に。

おいて、平成１８年９月に策定・公表されたものであり（ 丹後地域公共交通ネットワ「

ーク改善実行計画 、平成１９年１０月の地域公共交通活性化法の施行を受け、同年」）

１１月に開催された同会議にて地域公共交通総合連携計画として送付することが承認さ

れたものです。

同計画は、地域の多様な関係者が連携し、観光に伴う利用も踏まえつつ、地域におけ

る様々な公共交通の利便性向上のための取組などを定めており、本地域におけるより効

果的・効率的な公共交通ネットワークの構築に資するものと考えられます。

、 、 、 、具体的には 鉄道・バスにおけるパターンダイヤ導入 接続改善 企画乗車券の充実

バス停の移設、路線・乗換・ダイヤなど情報提供の充実、駅の美化・植栽、利用者マナ

ー向上など交通システムを構成する基礎的な部分に立ち返って種々の改善を図っていく

こととしており、これにより「分かりやすい 「使いやすい」公共交通ネットワークの」

実現を図ることを目標としております。



（参考）

１．地域公共交通活性化法について

、 、地域の公共交通を巡る厳しい現状を踏まえ 地域公共交通の活性化及び再生を総合的

一体的かつ効率的に推進するため、地域の関係者の協議を踏まえた市町村による地域公

共交通総合連携計画の作成、地域公共交通特定事業の実施に必要な関係法律の特例等に

ついて定めており、平成１９年５月２５日に公布、同年１０月１日に施行されました。

２．地域公共交通活性化・再生総合事業について

国土交通省では、平成２０年度に、地域公共交通活性化法を活用し、鉄道、コミュニ

ティバス・乗合タクシー、旅客船等の多様な事業に取り組む地域の協議会に対し、パッ

ケージで一括支援する柔軟な制度の創設を予定しております。

【添付資料】

・ 丹後地域公共交通ネットワーク改善実行計画」の概要（資料１）「

・ 分かりやすく、使いやすい公共交通ネットワーク実現会議（丹後地域 」のこれまで「 ）

の主な取組事例（資料２）

・地域公共交通の活性化及び再生に関する法律について（資料３）

・地域公共交通活性化・再生総合事業（資料４）

配布先

・青灯クラブ

・陸運記者会

・近畿電鉄記者クラブ

・大阪経済記者クラブ

（京都府より配布）・京都府府政記者クラブ



「丹後地域公共交通ネットワーク改善実行計画」の概要 

 

１．経緯 

平成１８年９月１９日  丹後地域公共交通ネットワーク改善実行計画（以下「改善実行計画」と

いう。）計画策定・公表 
平成１９年１１月９日  改善実行計画を法定計画として提出することについて協議会にて承認 

 
２．改善実行計画の地域 

宮津市、京丹後市、伊根町、与謝野町 
 
３．改善実行計画に関する基本方針 

(1) 基本認識 

・公共交通網は、住民自身の手で守り育てるべきもの 
・「分かりやすく」、「使いやすい」公共交通ネットワークの実現は、ＫＴＲやバスを、地元住民が

安心して利用できる、乗りたい、残したいものにするが、同時に、それは、観光客にとっても利

用したくなるものでなくてはならない 
・また、「分かりやすい」、「使いやすい」公共交通ネットワークの実現は、地元を愛し、地元に誇

りを持てるものにする取組でもある 
(2) 改善実行計画の基本的な考え方 

・失敗を恐れずに、まず、モデル的・実験的にできることから改善に取り組む。 
・公共交通を事業者任せにせず、地元住民や行政も一緒になって自ら考え、皆で良くしていく。 

 
４．改善実行計画の目標 

利用者の視点に立って、鉄道やバス等の「ダイヤ」、「運賃」、「駅・停留所」、「車両」、「情報提供」

といった交通システムを構成する基礎的な部分に立ち返って改善を行なうことにより、すべての人

にとって、「分かりやすく」、「使いやすい」面的な公共交通ネットワークを実現する。 
 
５．事業の概要及び事業の実施主体 

別紙１のとおり 
 
６．計画期間 

・速やかに改善に着手するもの  平成１９年度～平成２１年度（概ね３年間程度を目途） 
・中長期的に対応するもの    平成１９年度～平成２３年度（概ね５年間程度を目途） 
・将来的な課題         期限を設けないが、改善が必要 
（改善を実効あるものとするため、節目ごとに改善の検証・新たな展開を図る） 
※ 平成１８年１０月から当初計画（法定計画の前身）事業着手済み 

 
 

 資料１ 



７．法第６条に定める協議会の有無 

有 
法定協議会としての位置付け：平成１９年１１月９日（設立：平成１７年１１月３０日） 
名 称：分かりやすく、使いやすい公共交通ネットワーク実現会議（以下「実現会議」という。） 
構成員：別紙２ 

 
８．法第５条第６項に定められている関係者との協議 

平成１７年１１月３０日設立 実現会議委員（府、沿線市町、交通事業者）で協議 
平成１８年 ３月２２日   第２回会議 実現会議委員で協議 
平成１８年 ５月２５日   第３回会議 実現会議委員を拡大（他公共交通事業者、利用者、学

識経験者等） 
平成１８年 ８月 ７日   第４回会議 実現会議委員で協議 
平成１８年 ９月１９日   第５回会議 実現会議委員で協議、改善実行計画策定 
平成１９年 ５月１８日    第６回会議 実現会議委員で協議 

実現会議を法定協議会に位置付ける方針確認 
平成１９年１１月 ９日   第７回会議 実現会議委員で協議 

法定協議会要件を満たすための委員補充承認 
（公安委員会及び道路管理者）  

 
９．法第５条第５項に定められている利用者の意見の反映 

① 実現会議に以下の団体から委員が参画、４回にわたって協議会で議論 
・京都府ＰＴＡ協議会 
・京都府立高等学校ＰＴＡ連合会 

・女性の船ステップあけぼの 
・京都府老人クラブ連合会 
・丹後観光協会 
・丹後広域観光キャンペーン協議会 
・野田川町商工会、京丹後市商工会 

   ・一般住民 
  ② 会議は全て公開、会議内容も京都府ＨＰで公表。 
 
１０．その他 

・法第７条による提案 無 

・送付時点における国の支援制度活用の想定（将来課題含む） 

 地域公共交通活性化・再生総合事業（国交）：駅周辺植栽事業、美化運動、啓発活動など 

地方バス路線維持対策（国交）：上限 200 円バスの運行等 

   地域ＩＣＴ利活用モデル構築事業（総務）：駅舎内での情報提供 

    地域資源活用新事業展開支援事業費補助（経産）：駅での地元産品市 



パターンダイヤの導入

接続の取れたダイヤ設定（ＫＴＲ） ＫＴＲ

天橋立駅における下り特急列車からのバス接続（丹海バス） 丹海バス

観光地・施設へのアクセス強化、観光コース設定<観光>

丹海バス間人循環線等に200円均一区間設定

割引乗車券、企画乗車券等の充実（新規企画商品販売）

バス停の移設等（施設直近、敷地内等への移設）

駅の利便性向上、植栽、美化活動等

バス車両の中・小型化、ノンステップバス導入促進 丹海バス

車内写真展やシートカバー活用観光案内、ラッピングバス

地図上路線図、乗換案内、起終点時刻等が一目で分かる表示

ホーム上乗降位置表示、駅内の案内表示改善、駅舎内でのバス情報提供

音声案内充実

観光客・ビジネス客にポイントを絞った情報提供

ホームページの充実、検索システムの構築

乗務員や駅員の丁寧な対応→研修充実

利用者マナー向上のための啓発活動

丹後の魅力発信（修学旅行誘致、地元産品等ＰＲ）

鉄道・バス共通割引切符の創設、共通定期券販売

観光地での100円バス運行

地元高齢者・身障者等に対する割引促進のための補助制度創設 関係市町

レンタカーとセットになった周遊券や「青春18きっぷ」の扱い拡大

バス停の上屋整備、待合施設整備

駅スロープの勾配改善、駅待合室の夜間開放 関係市町

駅周辺に駐車場を整備

全国的に地域の魅力を発信できる駅名への変更、愛称の命名

他 宿泊先から、帰路駅までの荷物移送サービス

ダイヤ 午前の早い時間帯に丹後に着く特急の運行

ＫＴＲに100円刻み運賃導入、同一区域内運賃均一化 ＫＴＲ

福知山経由、西舞鶴経由の運賃差の解消

ＩＣカードの導入、乗車券購入時のクレジットカード対応化

グリーン車の停車位置を改札に近いところになるように編成替え

駅舎でのエレベーター、エスカレーター設置

主要駅に集会施設、コンビニ、公共施設等併設

トロッコ列車の運行

ＤＭＶ（デュアル・モード・ビークル）導入研究

情報 携帯電話を利用した情報提供、バスロケーションシステム導入など

平成19年10月～
平成20年３月

に着手

中長期的に対応

平成19年10月～
平成2１年９月

に着手

実施主体改　　善　　内　　容

ダ
イ
ヤ

ＫＴＲ、丹海バス。地元旅
館、旅行会社等、ＪＲ西日
本、加悦フェローライン

ＫＴＲ、丹海バス

ＪＲ西日本、ＫＴＲ、丹海バ
ス、地元旅館、商工会等、Ｋ
ＴＲ利用促進協議会

丹海バス、関係市町

別紙１　（事業の概要及び事業の実施主体）

平日、土休日で需要に合わせた別ダイヤ設定（平日の診察＋α、休日の娯楽）<地元>

速やかに改善

そ
の
他

運
賃

駅・
停留
所

車
両

情
報
提
供

ＫＴＲ、丹海バス

ＫＴＲ、丹海バス

サイクルトレイン、サイクルバスの導入、ボックス席からベンチシートへの変更
車
両

　将来的な課題

（期限は示さない
が、改善が必要と
認識）

運
賃

駅
・
停
留
所

運
賃

駅
・
停
留
所

関係市町、地元住民・利用
者、ＫＴＲ、ＫＴＲ利用促進
協議会、関係団体、丹後広域
観光キャンペーン協議会

ＫＴＲ、丹海バス、関係市
町、地元

ＫＴＲ、丹海バス、関係市
町、地元関係市町、ＫＴＲ利
用促進協議会

ＫＴＲ、丹海バス、関
係市町

ＫＴＲ、丹海バス

地元、ＫＴＲ、丹海バス、関
係市町、丹後広域観光キャン
ペーン協議会

ＫＴＲ、丹海バス、関係市
町、丹後広域観光キャンペー
ン協議会

ＪＲ西日本、ＫＴＲ、丹海バ
ス、関係市町

利用者、ＫＴＲ、ＪＲ西日
本、丹海バス、関係市町、Ｋ
ＴＲ利用促進協議会

地元、ＫＴＲ、丹海バス、関
係市町、丹後広域観光キャン
ペーン協議会、旅行会社、マ
スコミ

ＫＴＲ、丹海バス、加悦フェ
ローライン、関係市町

丹海バス、地元、関係
市町

ＪＲ西日本、レンタ
カー会社、ＫＴＲ

丹海バス、地元、関係
市町

関係市町、ＫＴＲ

ＫＴＲ、丹海バス、地元、関
係市町

ＫＴＲ、丹海バス、地
元

ＪＲ西日本、ＫＴＲ、
地元

ＫＴＲ、ＪＲ西日本、丹海バ
ス、加悦フェローライン

ＪＲ西日本、ＫＴＲ

地元、ＫＴＲ、関係市
町

ＫＴＲ、関係市町

ＫＴＲ、丹海バス、検
索サイト運営会社

ＫＴＲ、ＪＲ西日本

ＫＴＲ、関係市町

地元、進出企業、関係
市町、ＫＴＲ

ＫＴＲ、丹海バス、関
係市町、利用者



【 委　員 】

（社）京都経済同友会北部部会長 今 井  一 雄

京都府ＰＴＡ協議会 与謝地方ＰＴＡ連絡協議会前会長 今 川   勉

京都府立高等学校Ｐ
ＴＡ連合会

久美浜高校ＰＴＡ前副会長 小 牧　 充

女 性 団 体 女性の船ｽﾃｯﾌﾟあけぼの宮津支部長 荻 野  満 枝

京都府老人ｸﾗﾌﾞ連合会 京丹後市峰山町老人ｸﾗﾌﾞ会長 山 本  武 男

一      般 如意寺住職 友 松  祐 也

丹後町観光協会(炭平女将・京丹後市商
工会女性部副部長)

中 江  伸 子

丹後広域観光キャンペーン協議会副会
長（天橋立観光協会会長）

宮 崎　 劭

野田川町商工会会長 安 田  光 孝

京丹後市商工会会長 沖 田  康 彦

坂 上　英 彦

中 川 　大

齋 藤   愛

藤 田  晶 子

鉄 道 事 業 者 北近畿タンゴ鉄道㈱代表取締役社長 辻 本　泰 弘

丹後海陸交通㈱代表取締役社長 松 下  英 秋

加悦ﾌｪﾛｰﾗｲﾝ㈱代表取締役社長 山 﨑　重 信

峰山自動車㈱代表取締役社長 矢 谷  平 夫

日本交通㈱代表取締役社長 　澤　 志 郎

㈱ＪＴＢ西日本 福知山支店長 徳 山　正 博

近畿日本ツーリスト㈱ 京都仕入れセンター所長 加 藤  和 幸

㈱日本旅行 京都支店副支店長 平 松  則 彦

桐 村  富 雄

相 澤  光太郎

本 田    進

山 内　修 一

井 上　正 嗣

中 山　　泰

吉 本  秀 樹

太 田　貴 美

【 オブザーバー 】

国土交通省近畿運輸局京都運輸支局長 清 水    清

ＪＲ西日本㈱執行役員福知山支社長 大 西　邦 和

〔 ３２名 〕

【 事務局 】

丹後広域振興局 企画振興室長 大八木　操

〃 商工観光室長 伊 藤  雅 一

企 画 環 境 部 交通対策課長 松 村　憲 次

商    工    部 観光・コンベンション室長 青 柳　良 明

道路管理者

京都府警察本部交通部長

京都府丹後土木事務所長

「分かりやすく、使いやすい公共交通ネットワーク実現会議(丹後地域)」名簿

「関西じゃらん」「おとなのいい旅」編集担当

京都リビング新聞社編集長

観     光

商     工

京都嵯峨芸術大学教授（観光デザイン学科）

京都大学大学院工学研究科教授

与 謝 野 町 長

乗 合 バ ス

タ ク シ ー

企 画 環 境 部 長

宮 津 市 長

京 丹 後 市 長

伊 根 町 長

丹 後 広 域 振 興 局 長

交通事業者

京　都　府

市　町

京都府

座　　長

行
政

地
元

国

旅行会社

交通事業者

有識者等

商工・
観光
代表

利用者
代表

公安委員会












